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2017年 度 予 算 概 算 要 求 額 は 31兆
1,217億円で、対前年度比で 8,108億円

（伸率 2.7％）の増加である。うち社会
保障費の義務的経費は 29兆 1,060億円
となっている。対前年度比は 6,601億
円増（2.3％）だった。ただ他省庁の社
会保障費が 200億円減ったため、それ
をあわせて、高齢化等を反映して増加
する社会保障費のいわゆる自然増は
6,400億円とした。なお、高齢化等に
は「医療の高度化」も含まれる。

政府の経済財政再生計画では、2016
～ 2018年度の３年間の社会保障費の
伸びを 1.5兆円程度に抑えることと
している。単純に計算すると、毎年
度５千億円程度となる。2016年度は、
５千億円の伸びに抑えた。厚労省は
2017年度も「５千億円程度に圧縮する
かは未定」としており、今後の予算編
成過程で調整される。

社会保障費の内訳をみると、医療が
11兆５千億円（対前年度比 2.5％増）で
最も多く、次いで年金が 11兆４千億
円（1.4％増）。介護が２兆９千億円（3.8
％増）、福祉その他が３兆３千億円（3.0
％増）となっている。伸び率は医療よ
りも介護が高い。

2017年４月に予定されていた消費税
10％への引上げが 2019年 10月まで２
年半延期されたため、社会保障・税一
体改革による社会保障の充実策は、当
初の予定どおりに実施できなくなった。

介護保険の保険料の低所得者軽減の段
階的実施や年金の受給資格期間の短縮、
福祉的給付の実施などが予定されてい
たが、今後の検討課題となる。

2017年度予算の重点分野としては、
安倍政権の看板政策であるアベノミ
クス第２弾「一億総活躍社会の実現に
向けた新三本の矢」に関連する施策が
ある。新三本の矢は「GDP600兆円の
実現」「希望出生率 1.8の実現」「介護離
職ゼロ・地域共生社会の実現」で、厚
労省の重点施策もこれに沿って整理。
優先課題推進枠に一億総活躍関連で、
2,167億円を要望した。

以下に主要な項目をみていく。
「GDP600兆円の実現」に関しては、

医療系ベンチャー企業を支援する予算
を盛り込んだ。高額薬剤が医療費に与
える影響が懸念されているが、同時に
革新的医薬品・医療機器を開発する体
制も整えていく。厚労省にベンチャー
等支援戦略室を設置するとともに、革
新的医療機器早期承認制度を創設する

（22億円）。AMED（日本医療研究開発
機構）には577億円の予算を投入する。

塩崎恭久厚労相が力を入れる医療の
国際展開では、人材養成の司令塔機能
を担う「グローバルヘルスケア人材戦略セ
ンター」を設ける。AMR（薬剤耐性）対
策では、国立感染症研究所に「薬剤耐
性感染症制御研究センター」、国立国際
医療研究センターに「AMRに関する臨床

情報センター」を設置する（5.7億円）。
「希望出生率 1.8の実現」に関しては、

子ども・子育て支援策が中心だが、分
娩施設のない地域における開設費用の
助成などの予算を要望した（207億円）。
「介護離職ゼロ・地域共生社会の実

現」では、介護の環境整備で 576億円、
地域医療確保対策で 636億円を計上し
たが、いずれも地域医療介護総合確保
基金の財源を含んでいる。また、地域
医療支援センターに対する修学資金の
貸与事業や、医師の異動情報のデータ
ベースの予算、日本専門医機構と各都
道府県協議会が連携するための予算の
要望も入っている。

なお、介護離職ゼロに関する直接的
な施策は 2016年度第２次補正予算案
に盛り込んでいるほか、介護休業給付
の見直しなど法整備も進めている。ま
た、介護従事者の処遇改善については、
月額１万円相当の改善をキャリアアッ
プの仕組みとあわせ、2017年度から実
施するとしている。

事務次官級ポストの医務総監を新設
組織再編では、事務次官級ポストの

医務総監の新設を要求した。医療・保
健の重要施策を専門的観点から統括す
る役割を担う。業務としては、医療技
術の革新を保健医療施策に反映させる
ことや医療関係者とのハイレベル調整
をあげた。

また、労働関連で「雇用環境・均等
局」「人材開発局」「子ども家庭局」を新
設し、全体で局を１つ増やす再編も要
求している。

税制要望で過疎地の事業継続に配慮
2017年度税制改正要望では、新規で

◇過疎地域や離島等の医療機関が事業
継続する場合の相続税・贈与税等の納
税の猶予・免除◇かかりつけ医・かか
りつけ歯科医、在宅医療の診療体制を
備える診療所の不動産取得税等の特例
措置─を盛り込んだ。

控除対象外消費税への対応では、
2017年度税制改正で「総合的に検討し、
結論を得る」ことを求めた。地域医療
構想に沿った病床の機能分化・連携な
どに資する固定資産を取得した場合の
税制上の特例措置も、前回に引き続き
要望した。

８月 31日に行われた「第２回地域医
療構想に関するワーキンググループ」

（尾形裕也座長）では、前回の WG に
おける議論を踏まえ、基準病床数と病
床の必要量（以下、必要病床数）の関
係性の整理について話し合われた。次
いで協議の場（地域医療構想調整会
議）での議論の進め方についての厚生
労働省案が示された。

関係性の整理については、既に地域
医療構想が策定された各都道府県のデ
ータをもとに、基準病床数、既存病床
数、必要病床数の関係について６類型
の分類に整理された。この分類により、
今後の医療需要は各地域の人口推移の
影響を大きく受け、各都道府県の基準
病床数と必要病床数の関係には、明確
に地域差があることが分かった。

基準病床数の特例的な対応で合意
前回の WG で、必要病床数が基準

病床数を超え、必要な病床が将来増加
するのに、基準病床数による縛りがあ

るために増床できない大阪府の状況に
ついて、委員から指摘があったが、こ
のような状況は、今後 75歳以上人口
の急激な上昇が予測される一方で、人
口はあまり減少しないと予測される大
都市圏で生じると厚労省は説明。その
上で、基準病床数の状況を毎年度確認
するとともに、医療計画の中間年で、
必要に応じて基準病床数の特例措置を
講じる考えを示し、概ね合意を得た。
ただ基準病床数の状況を公表する際に
は工夫が必要との意見があった。さら
に、基準病床数の算定式の見直しにつ
いては、いくつかの点に関しては引き
続きの検討が必要とされた。

医療資源投入量の少ない患者が在宅
等に移行することを見込み、病床数に
含めないことについては、織田正道構
成員（全日病副会長）は「175点で区分
する医療資源投入量の低い患者でも、
受け皿がなければ退院できない」と主
張し、在宅等への移行を前提にすべき
ではないとした。

次いで厚労省は地域医療構想調整会
議の議論の進め方について案を示し、
医療機能の役割分担を図る上で公的医
療機関等の役割を優先的に検討する考
えを示した。案では、地域医療構想が
目指す将来の医療機能別の病床数を構
想区域で達成する上で、病床規模が
200床以上で、救急や災害医療などを
担う病院の役割の明確化を強調し、公
的医療機関等の役割を優先的に検討す
るとした。役割の明確化のため、①新
公立病院改革ガイドラインに基づく公
立病院改革②公的医療機関等が担う医
療機能③国立病院機構が策定する計画
④地域医療支援病院・特定機能病院が
担う医療機能─を踏まえた検討を求め
た。また、調整会議で意見がまとまら
ない場合について医療法で規定する都
道府県知事の権限の行使を視野に入れ
た議論を促すこととした。

しかし公的医療機関の役割を優先的
に議論する考え方に対して、「２次救
急は民間病院が支えている」（織田構

成員）「救急や災害医療は民間も担っ
ているのに、資本力が違い民業圧迫に
なっている。イコールフッティングが
大事」など民間病院が地域で果たす役
割を指摘する意見が相次ぎ、織田構成
員は関連する文言の削除を主張。一方、
公的医療機関側の委員は、公的医療機
関としての役割を果たしていない病院
の病床削減や転換が要請されることへ
の懸念から、「呉越同舟で文言は削除
すべき」と同調した。

厚労省は、この日の案は議論の進め
方の１つの例示に過ぎないと強調した
が、「厚労省が考えを示せば都道府県
はそれに従う」と考えられることから、
再整理を求めることで一致した。

公的医療機関を優先的に議論することは反対

厚労省に事務次官級ポスト「医務総監」を新設

調整会議における役割分担の議論厚労省・地域医療構想WG

2017年度予算

厚労省の概算要求額は31兆1,217億円
厚生労働省は８月26日に2017年度予算の概算要求をまとめた。予算要求額は
31兆1,217億円で対前年度比2.7％の増加。大部分を占める医療や年金、介護な
どの社会保障費は29兆1,060億円となった。高齢化等による社会保障費のいわゆ
る自然増は6,400億円で、年末までの予算編成の過程で5,000億円程度まで圧縮
が求められることになる。要求内容では、一億総活躍社会の実現に向けた予算を
計上し、医療のイノベーションや介護の環境整備などを幅広く要望したほか、新
設のポストとして、「医務総監」を要求している。

表　2017年度厚生労働省予算概算要求の姿

	（2016年度予算額）	 （2017年度要求・要望額）	 （対2016年度増額）
	 30兆3,110億円	 31兆1,217億円	 （＋8,108億円）

一般会計	 （単位：億円）

区分
平成28年度
予算額
（Ａ）

平成29年度
要求・要望額
（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）

（Ｂ－Ａ）

増△減率
（Ｃ／Ａ）

一般会計 303,110 311,217 8,108 2.7%

うち　年金・医療等に
係る経費 284,459 291,060 6,601 2.3%

うち　新しい日本のた
めの優先課題推進枠 － 2,167 2,167 －
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社会保障審議会の介護保険部会（遠
藤久夫部会長）が８月 31日に開かれ、
厚生労働省は、（1）介護保険の被保険
者の範囲をどう考えるか、（2）リハビ
リテーション機能をさらに強化してい
く方策をどう考えるか、（3）在宅の中
重度者に対する支援をさらに充実して
いく方策をどう考えるか、（4）今後の
特養の役割をどう考えるか、（5）介護
手当（現金給付）についてどう考える
か、などのテーマを提起した。

このうち、（1）の被保険者の範囲で
は、介護保険の被保険者を 40歳未満
に拡大する考え方に対して、異論を唱
える委員が多数を占める一方で、将来
的に検討すべき課題であるとする委員
も少なくなかった。（5）の現金給付に
対しては、一部の委員が前向きな姿勢
を示したものの、多くの委員は反対意
見を表明した。

被保険者の範囲について厚労省は、
これまでの議論の経緯を紹介した上で、
介護保険を、医療保険のように全世代
を対象とした普遍的制度としていくべ
きか、あるいはこれまでのように高齢

全日本病院協会は９月６日、「第１
回病院情報公表に関する研修会」を全
日病会議室で開催した。来年度から
DPC 制度の機能評価係数２・保険診
療指数で、「病院情報の公表」が評価さ
れることに対応するもので、120名の
定員を大幅に超える申し込みがあり、
研修会は 213人が参加する盛況となっ
た。９月 20日に第２回を開催する。

安藤高朗副会長は、「病院情報の公
表に関して、８月 10日の厚労省の事
務連絡でわかった。そこで、急遽研修
会を開催する運びになった」と挨拶し
た。2016年度診療報酬改定で、2017年
度から DPC 対象病院が「病院情報の
公表」を行った場合、0.05点を加点す
ることを決めたが、その詳細は明らか
になっていなかった。

事務連絡によると、DPC 対象病院
が 10月１日までにガイドラインに基

厚生労働省は、2018年度から始まる
第３期特定健診・保健指導の計画期間
に向けて、特定健診・保健指導の実施
方法等を検討しているが、現行の健診
項目を維持すべきとする内容の報告書
を８月 10日に公表した。報告書は、「保
険者による健診・保健指導等に関する
検討会」（多田羅浩三座長）がまとめた
もので、内臓脂肪の蓄積を評価する指
標である腹囲は現行基準（男性 85cm
以上、女性 90cm 以上）を維持するな
どとしている。

特定健診・保健指導は、脳卒中や糖

者に特化した保険制度でいくべきかと
問題提起を行った。

介護保険部会が 2004年にまとめた
意見書では、「制度の普遍化を目指す
べきとする意見が多数であった」と記
載している。さらに、2007年の有識者
会議の中間報告では、「介護保険制度
の被保険者・受給者範囲については、
将来の拡大を視野に入れ、その見直し
を検討していくべきというのが本会議
が到達した基本的考え方である」と明
記した。その後も被保険者の対象年齢
を引下げ、介護保険制度の普遍化を図
るべきだという議論はあったものの、
踏み込んだ議論に至らず、先送りされ
てきている。

この日の部会では、日本商工会議所
と日本経済団体連合会委員が「第２号
被保険者の負担を拡大するという狙い
であればこの議論には反対する」と発
言、財政論から論じることに警戒心を
示した。

全国市長会の委員は、「市長会の中
にも両論がある」とした上で、「40歳未
満に負担を求めるのは納得が得られな

づき、病院情報と解説をホームページ
に掲載すれば、来年４月から加算がで
きる。研修会では、ホームページに掲
載するデータの作成方法など、技術的
な課題を中心にプログラムが組まれ
た。具体的には、厚労省に提出して
いる DPC データ（様式１など）や全日
病の DPC データ分析ソフト（MEDI-
TARGET）からのデータ抽出方法や解
説の書き方などの説明があった。緊急
開発したソフトにより、データ抽出
が容易である。ソフトは、近日中に
MEDI-TARGET 参加病院に配布する。

飯田修平常任理事（医療の質向上委
員会委員長）は、全日病が取り組んで
きた「医療の質評価・公表事業」など
を振り返り、患者満足度などを除いて、
DPC データでかなりの情報が収集で
きるようになった状況を説明。病院情
報が公表されることの意義を強調した。

尿病などの生活習慣病の重症化を予防
する観点から、内臓脂肪型肥満（メタ
ボリックシンドローム）に着目し、基
準の該当者に保健指導を促す仕組み。

報告書は、「内臓脂肪蓄積の程度と
リスク要因の数に着目した現行の特定
保健指導対象者の選定基準を引き続き
維持する」と明記。腹囲の現行の基準
は維持する方向だ。腹囲が基準未満で、
リスク要因（血圧高値、脂質異常、血
糖高値）がある場合は、特定保健指導
の対象とならないが、非肥満者の中に
も生活習慣病のリスクが高い者がいる

い。保険料だけが取り上げられるが、
税の投入はどうなるのか」と反問した。

日本医師会常任理事の鈴木邦彦委員
は「中長期的に制度の拡大は避けられ
ない。しかし、障害者や若年層の納得
が得られていない現時点で、時期尚早
である」と述べた。

一方、連合の委員は「以前から普遍
化を求めてきたが、それが被保険者の
数を増やすという財政論にすり替えら
れてしまっている」と違和感を表した
上で、議論の継続を求めた。

全国老人福祉施設協議会の委員は、
「高齢者に限定しない制度とすべきで
ある。まず、40歳以上の特定疾病の制
限を外すべきだ。40歳未満も対象とす
るのであれば保険料に格差を設けるべ

今回公開する指標は７項目。①年齢
階級別の退院患者数②診断群分類別
の患者数（診療科別患者数上位３位ま
で）③病期分類した初発の５大がんと
再発患者数④成人市中肺炎の重症度別
患者数⑤脳梗塞の ICD10別患者数⑥
診療科別の主要手術別患者数（診療科
別患者数上位３位まで）⑦その他（DIC、
敗血症など）─となっている。

飯田常任理事は、「要求水準は高くな
いが、状況をみつつ来年度以降見直し

との指摘があり、その対応を引き続き
検討するとした。

健診項目については、特定健診・保
健指導が既に８年以上運用され、国民
に定着していることや、検査値の連続
性を担保する必要性から、「現在実施
している健診項目等について基本的に
維持する」としている。

血中脂質については、国際標準に近
い「non-HDL コレステロール」を新た
に採用することを議論したが、現行の
LDL コレステロールが「悪玉コレステ
ロール」として定着していることから、

きだ」と述べ、普遍化を目指す方向で
議論を求めた。

部会では、被保険者の拡大に関して
賛否が分かれたが、普遍化の方向を支
持する委員も財政論から論じることに
危惧を示した。

その中で、全国老人保健施設協議会
会長の東委員は、「財政論から論じら
れている。社会保障制度の枠内に収ま
る話でもない。もっと国民、とくに若
者を巻き込んだ議論としていかないと
まとまらない」と発言、介護保険部会
にとどまらず、関係者の枠を超えた議
論としていくことを訴えた。

介護保険部会は、来年度の制度改正
に向けて議論を進め、年末にかけて意
見をまとめる予定だ。

が行われるだろう」と見通しを述べた。
また、永井庸次常任理事（ひたちな

か総合病院院長）は、同病院が既に行
っている情報公開を説明しつつ、「厚
労省の目的は DPC データの質の向上
と医療機関の分析力と説明力の向上」
と指摘した。東邦大学の長谷川友紀教
授は、集計項目の解説の書き方を指南
した上で、「データだけでなく、その
解説を作成することで、自院の医療機
能を再確認できる」と述べた。

維持すべきとした。
血糖検査は、現行どおり「空腹時血

糖」または「HbA1c」とした。ただし、
健診受診率の向上を図るため、「随時
血糖」を健診項目に加えるべきとする
意見があったことから、「HbA1c」をや
むを得ず測定しない場合は食直後を除
き「随時血糖」による検査を「可」とした。

また、糖尿病予防に有効な血清クレ
アチニン検査について、「詳細な健診
項目」に追加すべきとした。保険者が
重症化予防を強く推進していることを
踏まえた。

介護保険被保険者の対象拡大で議論  財政論に懸念示す委員が多数

「病院情報の公表」で研修会開く

メタボリックシンドロームの判定基準を維持

厚労省・介護保険部会

厚労省・検討会

全日病

　　

2018年度からの第３期特定健診・保健指導

DPC制度の加算に対応

2016年度の第１回医療機器安全管理
講習会が「医療現場における生体情報
モニタ、ナースコールの現状と課題」
をテーマに８月 18日、品質管理学会
との共催で全日病会議室にて開かれた。
「病院管理者の立場から見た医療ア

ラームの問題点」について講義した全
日病の飯田修平常任理事は、「医療機
器の取扱い説明書には管理者の責任も
書かれている」と指摘。説明書に則っ
て取り扱っていないと、事故が起こっ
た場合に問題になる可能性もあると注
意喚起した。

生体情報モニタや医療機器アラーム
による事故が問題となって久しく、事
故情報の収集・分析が行われているも
のの同様の事故が繰り返されている。
全日病の医療の質向上委員会は、医療
機器に関連した事故をなくそうと、品
質管理学会とともに生体情報モニタや

ナースコールの課題を検討してきた。
講習会では、練馬総合病院とひたち

なか総合病院の取り組みが報告された。
両病院におけるナースコール対応の実
態と安全対策について報告があったほ
か、永井庸次常任理事が名札型赤外線
センサを用いて看護師の動線とアラー
ムへの対応状況を分析した結果を説明
した。また、偽アラーム防止対策を含
めた病棟看護師等の教育効果について
検討した。そのほか、生体情報モニタ
アラームに関する米国の動きについて
も報告があった。

医療機器の安全管理をめぐっては、
アラームの精度やアラームの対応体制、
偽アラームの減少対策など多くの課題
がある。講習会では、２つの病院の取
り組みを通じて明らかになった知見を
共有するとともに、参加者間で医療機
器の安全管理対策について討議した。

医療機器安全管理講習会開く検討してきた。
講習会では、練馬総合病院とひた

ちなか総合病院の取組みが報告され
た。両病院におけるナースコール対
応の実態と安全対策について報告が
あったほか、ひたちなか総合病院の
永井庸次院長が名札型赤外線センサ
を用いた看護師の動線とアラームへ
の対応状況を分析した結果を説明し
た。また、偽アラーム防止対策を含
めた病棟看護師等の教育効果につい
て検討した。そのほか、生態情報モ
ニタアラームに関する米国の動きに
ついても報告があった。

医療機器の安全管理をめぐっては、
アラームの精度やアラームの対応体
制、偽アラームの減少対策など多く
の課題がある。講習会では、両病院
の取組みを通じて明らかになった知
見を共有するとともに、参加者間で
医療機器の安全管理対策について討
議した。
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全日本病院協会の 2016年夏期研修
会が富山県支部（藤井久丈支部長）の
担当で８月 28日、富山市の ANA ク
ラウンプラザホテル富山で開催され、
103人が参加した。

夏期研修会では、片岸昭二・南砺市
福光美術館館長が世界的な版画家であ
る棟方志功と富山のかかわりについて
講演したほか、川渕孝一・東京医科歯
科大学大学院教授が今後の医療行政を
展望した。

冒頭に挨拶した藤井支部長は、立山
連峰と富山湾の豊かな自然に恵まれた
富山の魅力を紹介。全国から集まった
全日病の理事や支部長を歓迎した。

続 い て 神 野 正 博 副 会 長 が 挨 拶。
「OECD 加盟国の中で、日本の対 GDP
医療費は、アメリカ、スイスに次ぎ３
位になった」と紹介した。日本の医療
費水準はこれまで先進諸国の中でも比
較的低いとされてきたが、状況が変わ
りつつあると指摘。財政制約が強まる
中で、「病院自身がイノベーションを
生み出す必要がある」と述べた。

また、来年の全日病学会は石川県金
沢市で開催することを紹介。「大変革
の波が押し寄せる時期の開催となる」
と述べ、10月の熊本学会とあわせて、
学会への参加を呼びかけた。

世界のムナカタと富山
福光美術館の片岸昭二館長は、「世

界のムナカタ（棟方志功）と富山」と題
して講演し、棟方志功（1903～ 1975年）

若手経営者育成事業委員会（中村康
彦委員長）は去る６月４日、織田正道
副会長が理事長を務める佐賀県鹿島市
の社会医療法人祐愛会織田病院を訪問
し、同病院の地域連携の取り組みや認
知症への対応について見学し、研鑽を
積んだ。全日病の若手経営者育成事業
の一環として行われたもの。

冒頭、中村委員長が「業界環境は非
常に厳しいが、本日は若手病院経営者
の方々に何かを持ち帰ってほしい」と
挨拶して、研修会がスタートした。

まず、織田理事長が、「治す医療か
ら治し支える医療へ」のテーマで、地
域の診療所をバックアップする連携セ

の生涯を辿りつつ、富山とのかかわり
について語った。

青森県出身の棟方志功は画家を目指
し、21歳で上京。帝展に入選後に版画
家の道を志す。1945年から６年８か月
の間、戦火を避けて東京から富山県南
砺市（旧福光町）に疎開した。

棟方志功が疎開地に富山を選んだ理
由は、立山があったからだといわれる。
富山の豊かな自然にふれて、創作活動
に打ち込み、立山連峰をはじめとした
自然や人々の営みを描き、多くの作品
を残した。

また、この地に疎開していた画家や
歌人、文学者などの芸術家と交流し、
地域文化の発展に貢献した。地元の

ンターの取り組みについて報告したほ
か、リエゾンナースや薬剤師、管理栄
養士、MSW 等多職種を病棟に専従配
置した退院支援体制、患者情報の一元
化・共有化システム、退院後もケアを
継続し地域で暮らし続けることのでき
る仕組み作りについて、講義した。

次に、連携センターの織田良正医
師から、メディカル・ベース・キャン
プ（MBC：Medical Base Camp）につ
いて説明があった。MBC とは、入院
とかかりつけ医とを切れ目なく繋ぐた
めの在宅医療を指し、退院から症状が
安定するまでの２週間程度の間、訪問
診療や訪問看護・リハビリ、訪問介護、

人々とも交流を深め、近隣の小学校に
講演や作品指導に出かけ、子どもたち
に絵の楽しさを伝えた。

棟方志功が疎開中に住んでいた住居
は、地域の人たちによって保存され、
福光美術館の分館として今も残されて
いる。「棟方志功は富山に多くのもの
を残してくれた。文化の香り高い地域
となっているのは棟方志功のおかげ」
と片岸館長は語った。

医療行政の風を読む
富山県高岡市出身の川渕孝一教授は、

「医療行政の風を読む」をテーマに講演。
富山県と全国の状況を比較しながら、
高齢化や人口減少の影響を概観した。

富山県には「消滅可能性」があると
された市町村が５つある。一方、高齢
化が急激に進む首都圏では特に介護ベ
ッドの不足が著しくなると指摘。解決
策として、首都圏の高齢者が地方に移
住する日本版 CCRC 構想を紹介した。

医療介護体制が整い、高齢者を受け
入れる能力がある地域として 41の圏

在宅栄養指導、在宅薬剤管理等を集中
的に行うものである。病院内で退院支
援カンファレンスの模様を見学したが、
医師を中心に多職種が全員集合して、
患者の症状や退院後に留意すべき点を
徹底して話し合っていた。MBC の可
能性としては、入院日数の短縮や再入
院率の低下等を期待できるとの説明が
あった。

続いて伊山明宏院長が、急性期でも
適切な認知症ケアを提供する認知症ケ
ア 病 棟（DCU：Dementia Care Unit）
について、認知症サポート医や認知症
看護認定看護師、臨床心理士等による
認知症ケアチームの機能を説明した。

域を推奨されていて、高岡市もそのひ
とつ。しかし川渕氏は、富山県内の医
療機関のアンケート調査をもとに医
療・介護連携や在宅医療に消極的な状
況があると指摘。「富山では地域包括
ケアは幻想ではないか」と懸念した。

一方、富山は持ち家率が高く、高齢
者は大きな家に住んでいるとし、「最
期のマネジメントがその人の終末期の
QOL を決める」と強調。「医療の遺言
書」である事前指示書や Ending Note
などのあり方についても言及した。

川渕氏は、地域包括ケアの成功の鍵
として、◇国に先んじて行動するリー
ダシップ◇顔のみえる連携◇データに
よる「見える化」◇ヘルスリテラシーの
向上─をあげるとともに、地域包括ケア
の評価指標を作成し、「何をもって成功
とするか」の物差しが必要だとした。

川渕氏は自らの両親を介護した経験
から「地域包括ケアとは、自宅・在宅で
末期の水をとること。そのためには国
民に相当の覚悟が必要」と述べる。国民
のヘルスリテラシーを高め、「お任せ医
療」から脱却する必要があると論じた。

最後に川渕氏は、今後、病院のグル
ープ化が進むと予測。病院間で経営力
に差が出てくるとし、民間病院が経営
を維持していくためには、組織改革を
通じてイノベーションに取り組む必要
があると強調した。

実際の DCU は病棟内グループホーム
のようで、認知症の人たちが精神的
に落ち着き、穏やかに過ごされており、
看護師も効率良く見守ることができて
いるとのことだった。

織田理事長によれば、要件のクリア
が非常に難しいと言われる退院支援加
算１や認知症ケア加算１を、何の準備
もなしに自然に算定できたという。こ
れは、織田病院の取り組みが診療報酬
を先取りしているからにほかならない。
織田病院を中心とした地域医療介護連
携はわが国の手本になるシステムと思
われる。若手経営者にとっても大変実
りある研修会になった。

若手経営者委員会が織田病院を見学

世界のムナカタ（棟方志功）と富山の文化
川渕氏が病院経営のイノベーションを論じる夏期研修会を富山市で開催

【主な協議事項】
●入退会の状況（敬称略・順不同）
正会員として以下の入会を承認した。
東京都	 	社会福祉法人三井記念病

院　院長　髙本　眞一
新潟県	 	医療法人社団葵会新潟聖

籠病院
	 院長　小池　輝明
石川県	 	特定医療法人扇翔会南ヶ

丘病院
	 理事長　宮崎　俊聡
愛媛県	 	医療法人同仁会おおぞら

病院
	 理事長　山下　治彦
他に退会６会員、合計 2,487会員
となった。
準会員として以下の入会を承認した。
東京都	 	医療法人社団栄悠会あや

せ循環器クリニック
東京都	 	医療法人社団直和会平成

立石ペンギンクリニック
準会員は合計75会員となった。

●平成 28年熊本地震に係る義援金の
配布について
平成 28年熊本地震に係る義援金の
配布について承認した。
●遊休財産及び収支相償への対応
遊休財産及び収支相償への対応につ
いて承認した。
●公益社団法人全日本病院協会災害時

医療支援活動規則及び AMAT 活動
要領（修正案）について
公益社団法人全日本病院協会災害時
医療支援活動規則及びAMAT活動要
領（修正案）について承認した。
●救急・防災委員会委員及び AMAT

隊員養成研修ワーキンググループ構
成員の追加について
救急・防災委員会委員及び AMAT
隊員養成研修ワーキンググループ構成
員の追加について承認した。

【主な報告事項】
●審議会等の報告

「中央社会保険医療協議会総会」、「地
域医療構想に関するワーキンググルー
プ」などの報告があり、質疑が行われた。
●平成29年度税制改正要望書、平成

29年度予算概算要求要望書につい
て
厚生労働省に提出したと報告された。

●講習会、研修会について
「平成 28年度ベトナム看護協会・
全日本病院協会共催セミナー」、「高齢
者医療研修会（旧総合評価加算に係る
研修）」、「平成 28年度臨床研修指導医
講習会」、「平成28年度災害時のBCP
研修会」、「平成 28年度第２回AMAT
隊員養成研修（熊本会場）」、「平成 28
年度病院情報公表に関する研修会」、
「平成 28年度医療安全管理者継続講
習（演習）会」、「平成 28年度第２回特
性要因図作成研修会」、「平成 28年度
第 12回看護部門長研修コース」、「平
成 28年度特定保健指導専門研修（食
生活改善指導担当者研修）」の概要が

報告された。
●病院機能評価の審査結果について
□	主たる機能 (3rd Ｇ：Ver.1.0	〜順
不同）
◎一般病院１
和歌山県	 中江病院　新規
群馬県	 角田病院　更新
富山県	 八尾総合病院　更新
京都府	 久野病院　更新
兵庫県	 名谷病院　更新
岡山県	 金田病院　更新
◎一般病院２
神奈川県	 横浜旭中央総合病院
	 新規
福井県	 林病院　更新
兵庫県	 ツカザキ病院　更新
◎慢性期病院
宮崎県	 宮崎医療センター病院
	 更新
7月1日現在の認定病院は合計2,221
病院。全日病会員数のうち、認定病院
数の占める割合は34.7％となっている。

2016年度　第2回理事会・第5回常任理事会・第1回支部長会の抄録　８月27日
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四病院団体協議会の総合部会が８
月 24日に開かれ、抗がん剤のオプジー
ボの薬価引下げを念頭に厚生労働省が
2017年度の薬価改定を提案しているこ
とについて協議したが、「期中改定」が
常態化することへの懸念が相次ぎ、慎
重な対応を求めることで一致した。堺
常雄議長（日本病院会会長）は、高額薬
剤の最適使用推進ガイドラインによって、
薬剤費を抑えることに期待を示した。

同日の中医協で厚労省がオプジーボ
の薬価について、2018年度診療報酬改
定を待たずに引き下げることを提案し
た。高額薬剤に対して、緊急に特例的
な対応を行う位置づけだ。しかし、診
療側の委員が「期中改定ありきではな

日本病院団体協議会は９月２日に代
表者会議を開き、高額薬剤への対応な
どを議論した。会見によると、2018年
度改定を待たずに、抗がん剤のオプジ
ーボの薬価を引き下げることについて、
慎重な対応を求める意見が多かったも
のの、賛否両論があり、意見集約する
ことは見送った。高額薬剤の最適使用

い」と慎重な対応を求めたことから、
11月頃までの引き続きの検討となって
いる。

四病協の総合部会でも、「期中改定」
には慎重に対応すべきとの意見が相次
いだ。堺会長は会見で、「緊急避難的
な薬価引下げは一見よくみえるが、気
がついてみたら薬価財源が消えてしま
った、ということになる」と述べた。

昨今の診療報酬改定では、薬価改定
による財源を診療報酬本体に充てる考
え方が不明確になっている。「期中改
定」となれば、政府の社会保障費抑制
のために薬価引下げの財源が使われ、
診療報酬本体に戻る可能性は低くなる。
さらに「期中改定」が常態化するリス

推進ガイドラインに関しては、策定過
程の透明化を求める意見があった。

オプジーボの「期中改定」に対しては、
診療報酬改定本体に薬価引下げ財源が
戻る可能性が低く、中医協の診療側か
ら「期中改定ありきではない」との意
見が出ている。四病院団体協議会も慎
重な対応を求めている。日病協でも慎

クもある。総合部会は、これらの懸念
を共有した。

その上で堺会長は、四病協としては、
類似薬効比較方式と原価計算方式の仕
組みの大幅見直しを含めて 2018年度
の薬価制度の抜本改革で問題解決を図
るべきとの考えであると説明した。

薬事承認から保険適用に至る手続き
において「経済性の観点も含めた保険
適用のあり方」を検討することや、保険
局と医薬・生活衛生局との連携の必要
性を指摘した。あわせて、最適使用推
進ガイドラインの効果に期待を示した。

専門医機構から２件の依頼
新専門医制度について、日本専門医

重な意見が多かったが、一部に賛成意
見もあり、意見集約は行わなかった。

一方、高額薬剤の最適使用推進ガイ
ドラインに関しては、策定過程が不透
明であることを問題視する意見が出たと
いう。学会と PMDA（医薬品医療機器
総合機構）が科学的根拠に基づいて策
定することになっているが、担当者の名簿

機構から依頼が２件あったことを報告
した。１つは「運営資金の借入」、もう
１つは「事務局員の支援」である。

運営資金の借入については、新専門
医制度の１年延期により、予定した収
入が入ってこなくなったため、機構と
して社員に対し借入を求めた。総額で
１億円程度が必要としている。現状で
は四病協を代表して１人の社員を出し
ているが、近く各団体それぞれが社員
になる見込みであるため、各団体に判
断を委ねることになった。

事務局員の支援については、９月か
ら年末までの一時的な事務量増大に対
応するためとしている。しかし総合部
会では、現状の事務局体制では不十分
との指摘が相次ぎ、一時的ではなく、
恒常的に事務局体制を整えるよう求め
ていくこととした。

は非公表で不透明感がある。中医協が
策定に積極的に関わり、病院団体の意
見を反映させるべきとの認識を共有した。

また、７対１入院基本料を算定する
病院に病棟転換などの意向をきいた調
査の集計結果は、９月 23日の代表者会
議の了承を得て公表することを決めた。

薬価の「期中改定」に慎重な対応求める

最適使用推進ＧＬの透明化求める

最適使用推進ガイドラインによる薬剤費抑制を期待

オプジーボの対応を協議

四病協

日病協
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■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）
研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

第４回　看護師特定行為研修指導者
講習会（札幌会場） （50名）

2016年 10月 1日（土）
【TKP	札幌カンファレンスセンター】

10,000円（税込）
※資料代、昼食代を含みます。

特定行為研修において指導者として携わる予定の医師、歯
科医師、薬剤師、看護師等が対象。本講習を修了した参加
者に対して「修了証書」を交付します。

第５回　看護師特定行為研修指導者
講習会（熊本会場） （50名）

2016年 10月 10日（月・祝）
【TKP	ガーデンシティ熊本】

第６回　看護師特定行為研修指導者
講習会（大阪会場） （50名）

2016年 10月 29日（土）
【TKP	ガーデンシティ東梅田】

第７回　看護師特定行為研修指導者
講習会（大阪会場） （50名）

2016年 10月 30日（日）
【TKP	ガーデンシティ東梅田】

第８回　看護師特定行為研修指導者
講習会（岡山会場） （40名）

2016年 11月 5日（土）
【TKP	岡山カンファレンスセンター】

第９回　看護師特定行為研修指導者
講習会（東京会場） （50名）

2016年 11月 19日（土）
【TKP	新橋カンファレンスセンター】

第10回　看護師特定行為研修指導
者講習会（東京会場） （50名）

2016年 11月 20日（日）
【TKP	新橋カンファレンスセンター】

第11回　看護師特定行為研修指導
者講習会（福岡会場） （50名）

2016年 12月３日（土）
【TKP	ガーデンシティ博多】

第２回　特性要因図作成研修会
 （20病院）

2016年 11月 13日（日）
【全日病会議室】

１病院（3～ 5名）
48,600円（75,600円）（税込）

１名の場合
16,200円（21,600円）（税込）

※書籍代、昼食代を含みます。

魚骨図ともよばれる特性要因図は、根本原因分析（RCA）
の骨格をなすもの。研修会では、具体的事例に対する特性
要因図作成によって、改善すべき業務範囲と主要要因の抽
出、それに基づく根本原因分析までを一貫して、座学、グ
ループ討議を通じて学習します。
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